
資 料 編
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3頁「生物多様性の損失」
国際的な政府間組織（ IPBES ※）によると、世界の約25%の動植物の種が既に絶滅の危機にあり、約100万種の動植物が数

十年のうちに絶滅すると警告している。また、侵略的外来種による被害は世界で年間60兆円にものぼると報告されている。
※「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム」

１ 本編の用語解説

3頁「ネイチャーポジティブ（自然再興）」
ネイチャーポジティブとは日本語訳で「自然再興」といい、「自

然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させ
る」ことを指す。

今の地球は過去1,000万年間の平均と比べて10倍～100倍もの速
度で生物が絶滅していくなど、いわゆるマイナスの状態にあるため、
これまでの自然環境保全の取組だけでなく、経済から社会、政治、
技術までの全てにまたがって改善を促していくことで、自然が豊か
になっていくプラスの状態にしていこうというもの。

3頁「昆明・モントリオール国際枠組」における２３の行動目標
2022年12月に生物多様性に関する新たな世界目標で

ある「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択さ
れた。当該枠組のうち、2030年グローバルターゲット
では、日本が重視している30by30や自然を活用した解
決策などの要素に加え、進捗を明確にするために新たに
８個の数値目標が盛り込まれた。

3頁「生物多様性国家戦略2023-2030」
国家戦略では、2030年までにネイチャーポジティブを達成するという目標が掲げられている。行動目標には、

陸と海のそれぞれで30%以上の面積で健全な生態系を保全する30by30目標を含め、2030年ネイチャーポジ
ティブを達成するために、個人・団体を問わず全員が連携して取り組んでいく目標や施策が規定されている。
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7812頁、31頁「兵庫県版レッドリスト」
兵庫県版レッドリストは、絶滅のおそれのある貴重な野生生物や地形・地質、自然景観など、県レベルで保全を図る必要

のあるものを18の区分ごとに選定・評価しており、環境影響評価や地域での各種保全活動を行う上での基礎資料として活用
されている。概ね10年ごとに各区分を順次改訂するほか、最新の情報に基づき、随時追加やランクの変更を行っている。

ホームページ
「ひょうごの環境」



7921頁、35頁「特定外来生物」
「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関

する法律」（通称:外来生物法）に基づき、海外起源の
外来種であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業
へ被害を及ぼすもの、または及ぼすおそれがあるものの
中から指定される。

指定を受けると、飼育、栽培、保管、運搬、販売、輸
入、放出、譲渡などの取扱が原則禁止される。
（2024年度の指定種数:162種）

27頁、31頁 「イヌワシ」
イヌワシは、文化財保護法による天然記念物、種の保存法による国内希少野生動植物種、環境省のレッドリストで絶滅危惧ⅠB

類(EN)、兵庫県版レッドリストでＡランクに指定されている。北海道、東北から中部、中国地方の日本海側を中心に生息。四国、
九州ではごくわずかに生息し、全国の生息数は約500羽と推定されている。

県内では、現在、扇ノ山及び氷ノ山方面に、つがいとしては２組のみが確認されている。近年、草原など狩場適地や餌動物の
減少、ダム建設や林道工事などの大規模開発などにより、生息環境が大きく減少傾向にある。

27頁「ひょうごの生物多様性保全プロジェクト」
県内で取り組まれている貴重な動植物の保護や特定外来生物の

駆除などの生物多様性保全活動の中から、モデルとなる活動を
「ひょうごの生物多様性保全プロジェクト」に選定し、プロジェ
クト団体への支援を通じて、生物多様性の保全や担い手の育成拡
大を推進している。（2023年度末現在108プロジェクト）

21頁、37頁「兵庫県版ブラックリスト」
県内において、特に生態系等への影響が大きいと考

えられる外来生物をブラックリストとして選定し、県
民、事業者や県・市町の関係部局等への注意喚起を
図っている。

（注）アカミミガメ及びアメリカザリガニについて
2023年６月から特定外来生物の中でも「条件付特定外来生物」に指定され、販売や放出等は禁止されるが、ペットとしての飼

育や無償譲渡は可能となっている。ただし、飼育する以上、最後まで責任を持って適切に飼育することが求められている。



8027頁、31頁 「上山高原エコミュージアム」
新温泉町の扇ノ山山麓に広がる上山高原周辺において、イヌワシなど貴重な野生生物や豊かな自

然を県民の共有財産として次代へ継承するため、県民の交流と参画、協働により持続的な自然環境
の保全を図りながら、地域振興にも寄与する拠点。地元NPOによる地域資源を活かした交流プログ
ラムや、地元NPO、新温泉町、兵庫県で組織する「上山高原エコミュージアム運営協議会」を中心
に、ススキ草原の再生、動植物のモニタリング調査などに取り組んでいる。

上山高原ふるさと館
(上山高原エコミュージアムの拠点基地)31頁「自然公園」

優れた自然の風景地を保護するとともに、休養や環境学習等の利用に役立てるため、自
然公園法により環境大臣が国立公園及び国定公園を、兵庫県立自然公園条例により知事が
県立自然公園を指定している。これらの公園面積は県土の約20％を占める。 県内の自然公園位置図

31頁「自然環境保全地域」など
自然的、社会的諸条件からみて、その区域における自然環境等を保全することが特に必要

なものを、自然環境保全地域、環境緑地保全地域、自然海浜保全地区として指定している。
また、地域の自然を象徴し、県民に親しまれ、または由緒由来があり、特に保全すること

が必要なものを郷土記念物に指定し、保全に繋げている。



8131頁「鳥獣保護区」
「鳥獣保護区」は、鳥獣の保護を図る必要があると認められる地域に指定され

るもので、区域内での鳥獣の捕獲ができなくなるとともに、県知事が区域内の立
木竹に巣箱、給水、給餌施設等を設けることを土地所有者は拒否できない。

また、特に鳥獣の保護増殖を図る必要のある区域を「特別保護地区」に指定し、
区域内では、一定の開発行為が規制される。

その他、減少した狩猟鳥獣の回復、増加を図る事を目的に指定する「休猟区」、
市街やその他人家が密集している場所など、銃器等による狩猟が危険と思われる
地域を指定する「特定猟具使用禁止区域」、鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすお
それがあると認められる猟法を指定する「指定猟法禁止区域」などがある。

33頁「山焼き（野焼き）」
廃棄物の野焼き(いわゆる野外焼却)は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律で原則禁止とされているが、農林業を営むために

やむを得ない場合に野外で植生などを焼却する場合などは例外的に認められ、草原などでの山焼きもこの例外規定に含まれる。
山焼きは、ススキなど植物の芽吹きが促されるなどの効果があるとされ、砥峰高原や上山高原などで毎年行われる山焼きは、

春を告げる風物詩として地元住民や観光客に親しまれている。
ただし、こうした山焼きや草地の野焼きの実施にあたっては、山火事や大気汚染による健康被害・人の生活環境への支障を引

き起こすことのないよう、消防署や熟練者の指導のもとに最大限慎重に対応することが求められる。

44頁「北摂里山地域循環共生圏」
兵庫県では、地域資源を活用した再エネの導入を図り、エネルギー原料費を域外に流出させることなく、持続可能な形でエネル

ギー・資源・地域経済が域内で循環するエネルギーの地産地消モデルとして「地域循環共生圏」の創出に取り組んでいる。
北摂里山地域では、「北摂里山地域循環共生圏」構想を掲

げ、日本一の里山と称される豊かな自然環境を保全するとと
もに、近接する都市部住民との交流を促すことで、自然資源
や人、資金の地域内循環による地域の活性化を図っている。

また、宝塚市西谷地区では、木質バイオマス燃料の利活用
として、里山再生のための森林施業により排出される木材を
チップ化し、地域のボイラー燃料として利用するエネルギー
の地産地消をめざしている。
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46頁「ブルーカーボン」「ブルーカーボンクレジット」
ブルーカーボンとは、大気中の二酸化炭素が海藻・海草などの海の生態系に吸収されて固定される炭素のことを指し、新たな

二酸化炭素の吸収源として注目されている。
また、ブルーカーボンクレジットとは、ブルーカーボンを定量化して取引可能なクレジットにしたものである。なお、国が設

立を認可したジャパンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）が創設し、認証・発行・管理しているブルーカーボンクレジット
は、「Jブルークレジット」である。

46頁「栄養塩類」
「瀕死の海」と呼ばれた瀬戸内海は、その後の厳しい排水規制により水質が大きく改善した。しかしながら、その反面、一部

の海域では栄養塩類（全窒素及び全りん）の不足などによるのりの色落ちや水産資源の減少が課題となっている。
このため、兵庫県では、改正瀬戸内海環境保全特別措置法(2021年）に基づき、「兵庫県栄養塩類管理計画」を策定し、栄養

塩類の供給量増を目指している。

44頁「Ｊクレジット」
Ｊ－クレジットとは、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出削減量や、適切な森林管理に

よるCO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度のこと。本制度は、国内クレジット制度とオフセット・クレジッ
ト（J-VER）制度が発展的に統合した制度で、国により運営されている。

48頁「グリーンインフラ」
自然環境の持つ多様な機能を人工的なインフラの代替手段や補完手段として活用し、自然環境、経済、社会にとって有益な対

策を社会資本整備の一環として進める取組のこと。特に、気候変動の影響による気象災害の激震化などにより、想定を超える規
模の自然災害を前提とした防災・減災対策が求められるとともに、これまで整備された社会資本の老朽化・維持管理コストの増
大が懸念される中、こうした社会的・経済的課題を解決し、持続可能な社会を形成する方策として、自然環境が有する機能を積
極的に活用する取組が注目されている。

49頁「Eco-DRR（エコ・ディー・アール・アール）」
Eco-DRR（Ecosystem-based Disaster Risk Reduction）とは、グリーンインフラの中でも、特に生態系の保全・再生による

自然の力に注目して、防災・減災に活用していこうという新しい考え方。
Eco-DRRを進めることは、災害に強い地域づくりに寄与するだけでなく、生態系の持続的な保全や、自然と触れ合う場を地域

に提供するといった社会的な効果、エコツーリズムの実施等による経済的な効果など、幅広い社会・経済効果が期待できる。



51頁「ヒートアイランド現象」
都市化の進展に伴い、都市中心部の気温が郊外に比べて高くなる現象をいう。地図上に等温線を描くと、高温域が都市を中心

に島状（アイランド）に分布するため、ヒートアイランド（heat island＝熱の島）現象と呼ばれる。主な原因として、人工排熱、
緑地の減少、地表面の人工被覆、人工構造物への蓄熱の増加などが挙げられ、都市部の気温上昇に伴い、熱中症等の健康被害の
拡大や生態系への影響等が懸念されている。

５1頁「都市公園」
都市公園は、人々のレクリエーションの空間となるほか、良好な都市景観の

形成、都市環境の改善、都市の防災性の向上、生物多様性の確保、豊かな地域
づくりに資する交流の空間など多様な機能を有する都市の根幹的な施設である。

基幹公園や特殊公園、大規模公園など様々な規模、種類に区分されている。
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２ 兵庫県環境審議会自然環境部会 委員等一覧
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３ 審議経過
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